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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第66期
第２四半期
連結累計期間

第67期
第２四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 86,754 98,121 181,764

営業利益 (百万円) 10,313 13,725 21,140

経常利益 (百万円) 10,496 14,044 21,642

四半期(当期)純利益 (百万円) 7,359 9,118 14,410

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 10,116 8,428 19,435

純資産額 (百万円) 95,896 109,523 102,965

総資産額 (百万円) 188,161 220,968 198,944

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 58.05 71.96 113.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.5 49.3 51.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,679 10,377 15,467

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,965 △2,260 △3,753

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,181 9,503 △4,910

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 44,234 65,619 48,156
 

 

回次
第66期
第２四半期
連結会計期間

第67期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.72 42.77
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。　

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加傾向はあるものの、消費税

率引上げの反動から、生産や個人消費が伸び悩み、景気は弱含みで推移しております。米国経済は回復基調、欧州

経済は弱い動き、新興国の一部には減速の動きが見られます。また、足許では株価・原油価格が下落するなど不透

明感が増しております。　

 

私どもの業界は、国内では、復旧復興・防災減災・インフラ老朽化対策等による稼働率上昇がクレーンの不足感

を喚起し、料金の改善、東京オリンピック招致によるマインドの改善を背景に、需要は増加しました。海外では、

地域毎に需要のばらつきが見られ、北米・豪州が減少、中東が横ばい、欧州・アジアが増加し、全体としては減少

しました。

 

国内売上高は、建設用クレーン・車両搭載型クレーン・高所作業車が揃って増加し、464億７千７百万円（前年同

期比125.2％）となりました。海外売上高は、大型製品の拡販とエネルギー・インフラ関連需要の取り込みに注力

し、516億４千３百万円（前年同期比104.1％）となりました。この結果、総売上高は981億２千１百万円（前年同期

比113.1％）となりました。なお、海外売上高比率は52.6％となりました。

経常利益は、売上増加、販売価格の維持改善、原価低減や為替影響等により、140億４千４百万円（前年同期比

133.8％）となりました。四半期純利益は91億１千８百万円（前年同期比123.9％）となりました。

 この結果、４年連続の増収増益となり、売上高・利益ともに過去最高を更新しました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

①日本

建設用クレーン・車両搭載型クレーン・高所作業車の売上が揃って増加し、売上高は758億５千３百万円（前年

同期比113.2％）となり、営業利益は109億３千７百万円（前年同期比123.3％）となりました。

②欧州

欧州域内・域外への建設用クレーンの拡販に注力し、売上高は238億９千７百万円（前年同期比118.8％）とな

り、営業利益は12億９千７百万円（前年同期比234.6％）となりました。

③米州

建設用クレーンの需要が減少したものの、拡販に注力し、売上高は175億円（前年同期比101.1％）となりまし

た。営業利益は、移転価格税制の事前確認制度（ＡＰＡ）による調整もあり、８億３千９百万円（前年同期比

47.9％）となりました。

④その他

建設用クレーンの需要が減少したものの、拡販に注力し、売上高は75億６千２百万円（前年同期比86.1％）と

なり、営業利益は３億７百万円（前年同期比65.3％）となりました。

 

主要品目別の業績を示すと、次のとおりであります。

①建設用クレーン

国内売上は、需要が増加するなか、拡販に注力し、210億４千３百万円（前年同期比143.2％）となりまし

た。　

海外売上は、需要が減少するなか、大型製品の拡販とエネルギー・インフラ関連需要の取り込みに注力し、445

億９千４百万円（前年同期比104.1％）となりました。

この結果、建設用クレーンの売上高は656億３千８百万円（前年同期比114.1％）となりました。

②車両搭載型クレーン

国内売上は、トラック需要が増加し、搭載率も高水準で推移したことにより、96億６千５百万円（前年同期比

120.3％）となりました。　

海外売上は、５億９千８百万円（前年同期比77.9％）となりました。

この結果、車両搭載型クレーンの売上高は102億６百３百万円（前年同期比116.6％）となりました。

③高所作業車

需要横ばいのなか、レンタル業界向けの拡販に注力し、高所作業車の売上高は77億７百万円（前年同期比

114.0％）となりました。

④その他

部品、修理、中古車等のその他の売上高は145億１千２百万円（前年同期比106.2％）となりました。

 

(2) 財政状態についての分析

 (資産)

総資産は、前連結会計年度末に比べ220億２千３百万円増加の2,209億６千８百万円となりました。主な要因は、

現金及び預金の増加173億９千５百万円やたな卸資産の増加44億５千７百万円があったことによるものです。

 

 (負債)

負債は、前連結会計年度末に比べ154億６千６百万円増加の1,114億４千４百万円となりました。主な要因は、未

払法人税等の減少30億８千５百万円があったものの、支払手形及び買掛金の増加68億３千４百万円や社債の増加100

億円があったことによるものです。　

 

 (純資産)

純資産は、前連結会計年度末に比べ65億５千７百万円増加の1,095億２千３百万円となりました。主な要因は、利

益剰余金の増加74億６千６百万円があったことによるものです。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に

比べ174億６千３百万円増加の656億１千９百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によって得られた資金は、103億７千７百万円（前年同期76億７千９

百万円）となりました。主な要因は、減少要因としてたな卸資産の増加48億９千６百万円（前年同期１億３千６百

万円）や法人税等の支払72億６千８百万円（前年同期19億５千７百万円）があったものの、増加要因として税金等

調整前四半期純利益の計上140億２千６百万円（前年同期104億９千６百万円）や減価償却費の計上12億１千３百万

円（前年同期11億２百万円）に加え、仕入債務の増加71億３千４百万円（前年同期８億６千４百万円の減少）が

あったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によって使用された資金は、22億６千万円（前年同期19億６千５百

万円）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得17億２千４百万円（前年同期19億６千６百万円）があった

ことによるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によって得られた資金は、95億３百万円（前年同期21億８千１百万

円の使用）となりました。主な要因は、配当金の支払額12億８千５百万円（前年同期８億９千９百万円）があった

ものの、短期借入金の純増10億８百万円（前年同期６億６千３百万円の純減）や社債の発行による収入100億円（前

年同期―百万円）があったことによるものです。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

 

① 基本方針の内容の概要

当社は、当社の経営方針であります企業価値の最大化に向けて事業活動を推進するに当たっては、当社グループ

の事業活動に関する幅広いノウハウと豊富な経験、並びに国内外の顧客・取引先及び従業員等の全てのステークホ

ルダーとの間に築かれた関係等への理解が不可欠であり、これらに関する十分な理解があってこそ、当社の財務及

び事業の方針の決定を支配する者として、当社グループの企業価値・株主の皆様の共同の利益の最大化に向けた経

営を行うことが可能であると考えております。

 従って、これらに関する十分な理解なしに当社の株式の大規模な買付行為等がなされる場合には、当社の企業価

値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならないものと考えております。

 また、大規模な買付行為等の中には、買収目的等からみて、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に対し明

白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に事実上、株式売却を強要するおそれがあるもの、当社の取締役会や株主の

皆様が買付の条件・方法等について検討し、あるいは当社の取締役会が、代替案を提示するための十分な時間や情

報を提供しないもの等、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならないものも存

在する可能性があります。

 当社は、このような企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにならない大規模な買付行為

等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えております。

 

② 基本方針の実現に資する取組みの概要

当社グループは、平成26年度（14年度）を初年度とする『中期経営計画（14－16）』において、「『強い会社』

に」を中期経営計画の基本方針として、以下の３つの重点テーマ実現のために７つの戦略に取組んでまいります。

『強い会社』とは、いかなる外部環境にあろうとも、「利益を出す」「人を育てる」を毎期継続することができ

る会社と考えております。　

・３つの重点テーマ

「更なるグローバル化」・「耐性アップ」・「競争力強化」

・７つの戦略

1）基幹市場の拡充と戦略市場の拡大

  (注：基幹市場＝日本・欧州・北米、戦略市場＝基幹市場以外の市場)

2）№１商品の提供とラインナップの充実

3）グローバル＆フレキシブルものづくりへの取り組み

4）感動品質、感動サービスの提供

5）ライフサイクル価値の向上

6）収益力のレベルアップ

7）グループ＆グローバル経営基盤の強化

また、コーポレート・ガバナンスにつきましては、経営の透明性・健全性・効率性を確保するための経営の重要

課題の一つとして位置付けております。

 当社では、執行役員制度を導入し、少数の取締役によって、グループ全体の視点に立った迅速な意思決定を行

い、取締役相互の監視と執行役員の業務執行の監督を行っております。

 監査役は、重要な会議に出席するとともに、代表取締役社長及び会計監査人と各々定期的に意見交換会を開催し

ております。
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さらに、企業としての社会的責任を果たすため、ＣＳＲ委員会（委員長：代表取締役社長）を設置し、その課題

解決推進組織となる「リスク委員会」「コンプライアンス委員会」「環境委員会」「製品安全委員会」「人財育成

委員会」「安全衛生委員会」を通じ、経営の透明性と健全性を継続的に高め、業務リスクの軽減と業務品質向上を

図る取組みを行っております。

 
③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための取組みの

概要

当社取締役会は、大量の当社の株式の買付行為等が行われる場合に、不適切な買付行為等でないかどうかを株主

の皆様がご判断するために必要な情報や時間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために買付者と交渉を行うこ

と等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に反する買付行為等を抑止する為の枠組

み（以下「本対応方針」といいます。）が必要であるとの結論に至りました。

当社株式の大規模買付行為等が行われる場合、大規模買付者に対して、当該大規模買付行為等に関する必要な情

報の事前の提供及びその内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求めるために、当社株式の大規模買付行為等に

関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵

守を求めます。

 そして、(ⅰ)大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場合、あるいは(ⅱ)遵守した場合でも、大規模

買付行為等が当社に回復し難い損害を与える等、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なうもので

あると明白に認められると判断される場合には、当社取締役会は、例外的に、当社の企業価値・株主の皆様の共同

の利益を守ることを目的として、必要かつ相当な対抗措置の発動を決議することができるものとします。

 大規模買付行為等に対する対抗措置としては、新株予約権無償割当てその他法令又は当社の定款において当社取

締役会の権限として認められているものの中から、その時々の状況に応じて適切なものを選択するものとします。

 

④ 上記の各取組みに関する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

a．基本方針の実現に資する取組み(上記②の取組み)について

上記②に記載した諸施策は、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるための具体的方策

として策定されたものであり、まさに基本方針の実現に資するものであります。

 従って、これらの各施策は、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を損なうも

のではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

b．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が決定されることを防止するための取組み

(上記③の取組み)について

（a）当該取組みが基本方針に沿うものであること

本対応方針は、上記③に記載のとおり、大規模買付行為等が行われた際に、当該大規模買付行為等が不適切な

買付行為等でないかどうかを株主の皆様及び当社取締役会が判断するために必要な情報及びその内容の評価・検

討等に必要な期間を確保し、当社取締役会が株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とする

ことで、企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるための枠組みであり、基本方針に沿うもので

す。

（b）当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではないこと

当社は、以下の理由により、本対応方針は当社株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の

会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 
１) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（(ⅰ)企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、(ⅱ)

事前開示・株主意思の原則、(ⅲ)必要性・相当性確保の原則）を充足しております。また、本対応方針は、企業価

値研究会が平成20年６月30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」その他買収防衛策

に関する議論等を踏まえた内容となっております。
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２) 株主意思を重視するものであること

本対応方針に関する株主の皆様のご意思を確認させていただくため、本対応方針の継続の可否について、平成26

年６月25日開催の第66回定時株主総会において株主の皆様に議案としてお諮りし、株主の皆様のご承認を得て、平

成29年６月開催予定の定時株主総会の終結の時まで３年間有効期間を延長しております。

加えて、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会において本対応方針を変更

又は廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で変更又は廃止されることになり、株主の皆様

の意向が反映されるものとなっております。

なお、当社取締役会の決議による本対応方針の変更又は廃止は、関係法令・規則等の改正・整備等を踏まえ、独

立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、平成26年６月25日開催の定時株主総会における本対応方針の承認決議の

趣旨に反しない範囲でなされる場合に限ります。　

３) 独立性の高い社外者の判断を重視していること

当社は、本対応方針の導入に当たり、大規模買付ルールを遵守して一連の手続が進行されたか否か、及び、大規

模買付ルールが遵守された場合に当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を確保し又は向上させるために必要か

つ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その

判断の合理性、公正性を担保するために、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置し、その勧告

を最大限尊重するものといたします。

独立委員会は、社外取締役、社外監査役又は社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行

業務に精通している者又は取締役、執行役若しくは監査役として経験のある社外者等をいいます。）の中から、当

社取締役会が選任する３名以上の委員から構成されます。

実際に大規模買付行為等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該大規模買付行為等が

当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると明白に認められるか否かを検討し、当該大

規模買付行為等に対して対抗措置を発動すべきか否かについて、取締役会に勧告します。当社取締役会は、その勧

告を最大限尊重して対抗措置を発動するか否かを決定します。独立委員会の勧告の概要及び判断の理由等について

は適時に株主の皆様に公表いたします。

このように、独立性の高い独立委員会により、当社取締役会が恣意的に対抗措置の発動を行うことのないよう厳

しく監視することによって、当社の企業価値・株主の皆様の共同の利益に資するよう本対応方針の運用が行われる

仕組みが確保されております。

４) 合理的かつ客観的な対抗措置発動要件を設定していること

本対応方針においては、大規模買付行為等に対する対抗措置は合理的かつ客観的な要件が充足されなければ発動

されないように設計されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されておりま

す。

５) 外部専門家の意見を取得すること

大規模買付者による大規模買付行為等が行われた場合、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経

営陣から独立した外部専門家の助言を得ることができます。これにより、独立委員会の勧告を最大限尊重してなさ

れる当社取締役会の判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みとなっております。

６) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

本対応方針は、有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社取締役会における本対応方針を変更又は廃

止する旨の決議により、いつでも変更又は廃止することができるものとされております。従って、本対応方針は、

いわゆるデッドハンド型の買収防衛策（取締役の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防

衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差任期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド型買

収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収

防衛策）でもありません。なお、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加

重をしておりません。　

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は23億２千１百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 129,500,355 129,500,355
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であります。

計 129,500,355 129,500,355 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 129,500 ― 13,021 ― 16,913
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 14,876 11.49

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 6,310 4.87

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 6,253 4.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 6,246 4.82

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５番地の１ 6,171 4.77

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 4,013 3.10

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,367 2.60

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 3,234 2.50

タダノ取引先持株会 香川県高松市新田町甲34番地 2,859 2.21

資産管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,031 1.57

計 ― 55,363 42.76
 

(注) １ 上記のほか、当社が所有している自己株式2,800千株（発行済株式数に対する所有株式数の割合2.16％）

があります。

     ２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び資産管理サー

ビス信託銀行株式会社の所有株式数は、すべて当該各社の信託業務に係る株式であります。

３ 日本生命保険相互会社の所有株式数には、特別勘定口９千株を含んでおります。

４ 明治安田生命保険相互会社の所有株式数には、特別勘定口13千株を含んでおります。

５ 第一生命保険株式会社の所有株式数には、特別勘定口26千株を含んでおります。

６ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同所有者である他２社から平成25年９月27日付けで関東財務局長

に提出された大量保有報告書により、平成25年９月23日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受け

ておりますが、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外については当社として当第２四半期会計期間末の実質所

有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所
所有株数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,367 2.60

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 2,734 2.11

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 422 0.33

計 ― 6,523 5.04
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７ 大和住銀投信投資顧問株式会社から平成26年１月16日付けで関東財務局長に提出された大量保有報告書

（変更報告書）により、平成26年１月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記「大株

主の状況」には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所
所有株数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

大和住銀投信投資顧問株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２番１号 5,123 3.96

計 ― 5,123 3.96
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,800,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

125,642,000
125,642 ―

単元未満株式
普通株式

1,058,355
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 129,500,355 ― ―

総株主の議決権 ― 125,642 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が200株及び当社所有の自己株式870株が含ま

れております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
 株式会社タダノ

香川県高松市新田町
甲34番地

2,800,000 ― 2,800,000 2.16

計 ― 2,800,000 ― 2,800,000 2.16
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 48,365 65,760

  受取手形及び売掛金 ※2  48,259 ※2  48,535

  商品及び製品 20,498 21,997

  仕掛品 15,914 16,932

  原材料及び貯蔵品 9,555 11,496

  繰延税金資産 3,950 3,562

  その他 4,422 3,428

  貸倒引当金 △298 △275

  流動資産合計 150,668 171,438

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 10,257 10,539

   機械装置及び運搬具（純額） 3,005 3,015

   土地 20,245 20,188

   リース資産（純額） 484 453

   建設仮勘定 989 1,112

   その他（純額） 1,876 1,833

   有形固定資産合計 36,859 37,142

  無形固定資産 857 1,157

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,038 7,437

   繰延税金資産 1,157 1,420

   その他 3,279 3,312

   貸倒引当金 △916 △942

   投資その他の資産合計 10,559 11,229

  固定資産合計 48,275 49,529

 資産合計 198,944 220,968
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 30,036 36,871

  短期借入金 7,795 7,676

  リース債務 229 224

  1年内償還予定の社債 20,000 20,000

  未払法人税等 7,651 4,565

  引当金 1,772 1,811

  未払金 4,469 4,095

  割賦利益繰延 117 101

  その他 3,971 5,067

  流動負債合計 76,042 80,413

 固定負債   

  社債 - 10,000

  長期借入金 9,765 10,478

  リース債務 443 378

  繰延税金負債 155 156

  再評価に係る繰延税金負債 2,455 2,455

  退職給付に係る負債 6,593 7,036

  その他 523 526

  固定負債合計 19,936 31,030

 負債合計 95,978 111,444

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,021 13,021

  資本剰余金 16,848 16,848

  利益剰余金 73,074 80,541

  自己株式 △2,489 △2,528

  株主資本合計 100,454 107,882

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,745 2,008

  土地再評価差額金 874 874

  為替換算調整勘定 7 △998

  退職給付に係る調整累計額 △955 △892

  その他の包括利益累計額合計 1,671 992

 少数株主持分 839 648

 純資産合計 102,965 109,523

負債純資産合計 198,944 220,968
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 86,754 98,121

売上原価 63,007 70,104

割賦販売利益繰延前売上総利益 23,746 28,016

 割賦販売未実現利益戻入額 98 66

 割賦販売未実現利益繰入額 66 50

売上総利益 23,778 28,032

販売費及び一般管理費   

 荷造運搬費 1,889 2,013

 広告宣伝費 194 178

 製品保証引当金繰入額 395 488

 貸倒引当金繰入額 491 69

 人件費 4,431 4,978

 退職給付費用 262 232

 旅費及び交通費 409 480

 減価償却費 328 342

 研究開発費 2,087 2,321

 その他 2,974 3,201

 販売費及び一般管理費合計 13,464 14,307

営業利益 10,313 13,725

営業外収益   

 受取利息 48 87

 割賦販売受取利息 20 9

 受取配当金 62 72

 為替差益 351 459

 その他 75 103

 営業外収益合計 559 733

営業外費用   

 支払利息 288 315

 その他 88 98

 営業外費用合計 376 414

経常利益 10,496 14,044

特別利益   

 固定資産売却益 1 0

 特別利益合計 1 0

特別損失   

 固定資産除売却損 1 15

 会員権評価損 - 3

 特別損失合計 1 18

税金等調整前四半期純利益 10,496 14,026

法人税、住民税及び事業税 4,076 4,740

法人税等調整額 △912 144

法人税等合計 3,163 4,885

少数株主損益調整前四半期純利益 7,333 9,140

少数株主利益又は少数株主損失（△） △26 22

四半期純利益 7,359 9,118
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 7,333 9,140

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 343 263

 為替換算調整勘定 2,440 △1,038

 退職給付に係る調整額 - 63

 その他の包括利益合計 2,783 △712

四半期包括利益 10,116 8,428

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 10,073 8,438

 少数株主に係る四半期包括利益 43 △9
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 10,496 14,026

 減価償却費 1,102 1,213

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 442 26

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 163 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △12

 割賦利益繰延の増減額（△は減少） △32 △15

 受取利息及び受取配当金 △111 △160

 割賦販売受取利息 △20 △9

 支払利息 288 315

 為替差損益（△は益） △109 △37

 固定資産除売却損益（△は益） △0 14

 売上債権の増減額（△は増加） 96 △989

 たな卸資産の増減額（△は増加） △136 △4,896

 仕入債務の増減額（△は減少） △864 7,134

 その他 △1,524 1,158

 小計 9,789 17,767

 利息及び配当金の受取額 116 160

 割賦販売受取利息の受取額 17 8

 利息の支払額 △286 △290

 法人税等の支払額 △1,957 △7,268

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,679 10,377

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） △80 68

 有形固定資産の取得による支出 △1,966 △1,724

 有形固定資産の売却による収入 3 0

 投資有価証券の取得による支出 △10 -

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △250

 その他 87 △354

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,965 △2,260

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △663 1,008

 長期借入れによる収入 - 760

 長期借入金の返済による支出 △470 △760

 社債の発行による収入 - 10,000

 自己株式の取得による支出 △34 △38

 自己株式の処分による収入 0 -

 配当金の支払額 △887 △1,267

 少数株主への配当金の支払額 △11 △18

 その他 △114 △180

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,181 9,503

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,189 △157

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,722 17,463

現金及び現金同等物の期首残高 39,511 48,156

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  44,234 ※1  65,619
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従

業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金

額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が588百万円増加し、利益剰余金が384百

万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益への影響は軽微であります。

 
 
 

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 保証債務

当社顧客の提携リース会社等からのファイナンスに対する保証

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
 

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

 

㈱小川建機 483百万円  ㈱小川建機 660百万円  

㈱サイガ 354 〃  大京建機㈱ 335 〃  

㈱オートレント 299 〃  ㈱サイガ 327 〃  

その他226社 4,502 〃  その他216社 4,195 〃  

 合計 5,640百万円   合計 5,519百万円  

      
 

※２ 受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 200百万円 113百万円
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 44,384百万円 65,760百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △150 〃 △140 〃

現金及び現金同等物 44,234百万円 65,619百万円
 

 

EDINET提出書類

株式会社タダノ(E01613)

四半期報告書

18/26



 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 887 7.00 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月29日
取締役会

普通株式 1,140 9.00 平成25年９月30日 平成25年12月4日 利益剰余金
 

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,267 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 1,393 11.00 平成26年９月30日 平成26年12月4日 利益剰余金
 

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
（注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)3日本 欧州 米州 計

売上高         

  外部顧客への売上高 48,520 12,415 17,240 78,175 8,578 86,754 － 86,754

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

18,479 7,703 72 26,256 209 26,465 △26,465 －

計 67,000 20,118 17,312 104,431 8,787 113,219 △26,465 86,754

セグメント利益 8,873 553 1,751 11,177 470 11,648 △1,334 10,313
 

(注)1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

   2 セグメント利益の調整額には、主なものとして、セグメント間未実現利益調整額△1,334百万円が含まれてお

ります。

   3 セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

  該当事項はありません。

 

(のれんの金額の重要な変動)

  重要な変動はありません。

 

(重要な負ののれん発生益)

  該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)1

合計
調整額
（注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
（注)3日本 欧州 米州 計

売上高         

  外部顧客への売上高 59,602 13,859 17,244 90,707 7,414 98,121 ― 98,121

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

16,250 10,037 255 26,544 147 26,692 △26,692 ―

計 75,853 23,897 17,500 117,251 7,562 124,813 △26,692 98,121

セグメント利益 10,937 1,297 839 13,074 307 13,382 343 13,725
 

(注)1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、アジア及びオセアニア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

   2 セグメント利益の調整額は、セグメント間未実現利益調整額343百万円であります。

   3 セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

  該当事項はありません。

 

(のれんの金額の重要な変動)

  重要な変動はありません。

 

(重要な負ののれん発生益)

  該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

   会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことにともない、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しておりますが、当該変

更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益への影響は軽微であります。

 
(企業結合等関係)

取得による企業結合

１. 企業結合の概要

1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 クレーンズ・ユーケーLtd.

事業内容         オールテレーンクレーン、トラッククレーン及びラフテレーンクレーンの販売とアフター

サービス並びに中古クレーン車の販売

2) 企業結合を行った主な理由

クレーンズ・ユーケーLtd.は、タダノ・ファウンGmbHの重要なマーケットのひとつである英国及びアイルランド

において強力な販売・サービスネットワークを保有しており、その事業を承継し、製販一体経営により販売・サー

ビス活動の更なる強化を図るためであります。

3) 企業結合日

平成26年４月９日

4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

5) 結合後企業の名称

タダノ・ユーケーLtd.

6) 取得した議決権比率

EDINET提出書類

株式会社タダノ(E01613)

四半期報告書

21/26



100％

7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

連結子会社であるタダノ・ファウンGmbHが、現金を対価として株式を取得したためであります。

 
２. 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年４月１日から平成26年６月30日まで

 
３. 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価  608百万円

取得に直接要した費用  ９百万円

取得原価  618百万円
 

 
４. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

1) 発生したのれんの金額

283百万円

2) 発生原因

取得原価が企業結合時における時価純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして認識したものです。

3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 58円05銭 71円96銭

    (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 7,359 9,118

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 7,359 9,118

   普通株式の期中平均株式数(千株) 126,787 126,712
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第67期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年10月30日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額                              1,393百万円

②　１株当たりの金額      　                    11円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月4日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月５日

株式会社タダノ

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川　　合　　弘　　泰   印

 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   越　　智　　慶　　太   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タダノ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タダノ及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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